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１．はじめに 

我が国の出生数は、昭和40年代後半の第二次ベビーブ

ーム期には、200万人を超えていたが、50年以降は毎年

減少を続け、平成17年には106万人まで半減している。 

また、子供を産み、育てる親年代（30～49歳）人口も

昭和50年後半には3,718万人であったが、昭和60年以降

は減少傾向にあり、平成17年10月の推計人口は3,446万

人と300万人近く減少している。(図-1) 

本報告は、このような少子・人口減少社会における道

路整備の果たす役割について考察したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-1 出生数と30～49歳人口の推移 

 

２．救急医療の実態 

（１）乳児の死因 

 平成17年10月の主要死因別乳児死亡の状況(表-1)をみ

てみると、年換算の乳児死亡率は出生10万人あたり276.

3人となっており、年間3,000人近くの尊い命が失われて

いる。また、死因には「先天奇形、変形及び染色体異 
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常」に続き、「周産期(出産前後の期間)に特異的な呼吸

障害及び心血管障害」(15.9％)、「乳幼児突然死症候

群」(6.0％)、など、いわゆる「周産期」の死亡が多い。

少子化時代において、「周産期の救急医療」が極めて重

要な課題であることを示唆している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）親年代(30～49歳)の死因 

親年代である30～49歳の平成17年における死因順位

(表-2)をみると、「悪性新生物(癌)」、「自殺」に続き、

「不慮の事故」、「心疾患(心筋梗塞、心不全等)」、

「脳血管疾患(脳内出血、くも膜下出血等)」による死亡

率が高い。これらの死因は、30～49歳に限らず、日本人

全体でみても主要な死因となっている。 

特に、この年代では「自殺」や「不慮の事故」に関

連する「大量出血」などに加えて、年齢が上がるほど高

くなる「心疾患」と「脳血管疾患」の救急医療の重要性

が極めて高いことがわかる。 

（３）救急搬送の実態と救命率 

平成16年の救急自動車による搬送人員474万3,469人
についての収容所要時間(救急事故の覚知から医療機関

等に収容するまでに要した時間)(図-2)の状況をみると、

30分以上かかっている割合が約40％を占めている。収

容所要時間の平均は30分である。収容所要時間と救命

率との関係1）(図-3)を調べた調査によると、所要時間が

短くなればなるほど確実に救命率は向上し、時間短縮効

果が果たす救命率の向上効果が大きいことがわかる。 

年換算
乳児死亡率

出  生
10万対

252 276.3 100.0
先天奇形，変形及び

染色体異常
  89     97.6 35.3

周産期に特異的な呼吸
障害及び心血管障害

  40     43.9 15.9

乳幼児突然死症候群   15     16.4 6.0
胎児及び新生児の出血
性障害及び血液障害

  12     13.2 4.8

心疾患   10     11.0 4.0
不慮の事故   9      9.9 3.6

妊娠期間及び胎児
発育に関連する障害

  3      3.3 1.2

周産期に特異的な感染症   6      6.6 2.4
敗血症   6      6.6 2.4
肺炎   4      4.4 1.6

その他   58     － 22.8
出典：財団法人　厚生統計協会

  死　　　　　因 実　　数
百分率
(％)

全 死 因

表-1 主要死因別乳児死亡の状況(平成17年10月) 
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図-2 救急自動車による収容所要時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 収容所要時間と救命率1) 

 

３．道路整備が果たす役割 

（１）少子・人口減少社会に果たす道路整備効果 

以下(図-4)に少子・人口減少社会に果たす道路の整

備効果のイベントツリーを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 少子・人口減少社会に果たす道路整備効果 

 

 

 

 

 

 

道路整備により、医療機関への距離の短縮や周辺街

路の混雑の緩和が進み、医療機関への時間短縮、地域に

よっては複数の医療機関の選択が可能になるといった直

接効果が発現する。 

これらの直接効果により、周産期における疾患や心

疾患、脳血管疾患といった救急を要する疾患の救命率の

向上や医療機関が身近になったことによる暮らしの安心

感の向上が期待できる。 

そして、救命率向上、暮らしの安心感の向上は、結

果として、社会全体の子作り・子育てしやすい環境を作

り、かつ、親年代の急病時の生存救命効果を高めるとと

もに子作り・子育てのインセンティブになる、と考える。 

また、医療機関アクセスにハンディキャップがある

地方部においては定住促進効果が期待できる、さらには、

長期的には人口減少社会の緩和にもつながると考える。 

（２）救急医療に果たす道路整備効果の研究課題 

道路整備等に伴う時間短縮効果の一つとして、救急

患者の搬送時間短縮に言及している例は多い。しかしな

がら、前段まで言及してきた視点から捉えて、波及的整

備効果を具体的に計測した例はない。ここでは、その試

みを実施するとともに、特に、以下の２点に関して、今

後、データ等の蓄積を図り、研究すべきと考える。 

①周産期の救急医療において重要な役割を果たす高度医

療施設の分布や出生数、疾患別の救命率等を把握し、

道路整備に伴う時間短縮効果を分析すること。 

②周産期と親年代の救命率の波及的な向上効果を定量的

（貨幣ターム等）に分析すること。 

 

４．おわりに 

少子・人口減少社会において、救急医療に対する道

路整備の効果は、間違いなく大きいと考えられる。しか

し、過去、救命率との因果関係が不明瞭なため、十分に

定量化する試みが少なかった。対象地域の救急搬送実態

を把握し、データを蓄積し、道路整備との因果関係を定

量的に把握することが、特に、少子・人口減少が進んで

いる地方都市において道路整備の総体的効果を捉える上

で不可欠であると考える 
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年齢
第１位 第４位第２位 第３位 第５位

表-2 30～49歳の死因順位(平成17年) 

直
接
効
果

波
及
効
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医療機関への時間短縮

救命率の向上

医療機関の選択が可能

暮らしの安心感の向上

道路整備
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子作り・子育て
環境の改善

長寿・健康
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定住促進
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